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序 語
半世紀の長い歴史を持つ韓国カジノ産業は、戦乱以後の政治社会の混乱から安定を取り戻し



























韓国において賭博と宝くじに関する罪は刑法 章の第 条から第 条で、日本も刑法 章
の第 条から第 条で取り扱っている。 年から朝鮮刑事令に日本の刑法が適用され 年





した者も日本が 年以下又は 万円以下の罰金、韓国は 年以下又は 万円以下の罰金であ




高会議 である。同年 月に旧法令整理に関する 特別措置法 を制定し 法令整理委員会
を設置、賭博を禁止する刑法 章での 宝くじ発行 の定義が曖昧なために取締りが難しい理
由を背景に 宝くじ発行懸賞其他射幸行為取締法 が新規制定された。夜間通行禁止や大学生
の制服、高校生の削髪制もこの年からである。当時の社会混乱が容易に想像できる。因みに、
















年 月には、 宝くじ発行懸賞其他射幸行為取締法 が 射幸行為など規制及び処罰特




























り ではなく 処罰特例事項 の規定でより健康な社会を作るためであることを強調してい
る。同法によってカジノ事業を許可する主務官庁が内務部から警察庁へ移管されたのである。
観光振興法（文化体育観光部）































要があった。そして 月には 中央政府組織法 を改正しカジノ業を観光産業の主務官庁の文
化体育観光部へ移管した。同年、カジノ業は 観光振興法 （表 ）によって観光事業に新し
く規定され、文化体育観光部がカジノ許可権と指導・監督権を行使することになった。因み






































準国家機関である 韓国観光公社（ 、 ） に限定した。
年 月にソウルと釜山の ヶ所を許可され、 年 月には子会社の グランデ








均衡ある発展と暮らしの質の向上を図る目的で 年 旌善郡 にオープンした。
実は、同法は時限法であったが、 回延長され 年 月 日までになった。 回目の延長

















を特別法の主務官庁である 産業通産資源部（旧知識経済部） に建議し 回目の延長になっ
た。つまり、時限法である 閉炭地域法 を 年まで延長する案（第 条の第 項及び法律
第 号附則第 項）が国会で通過された。これで 第 号オープンカジノ は 年間の営業
が出来るようになり、これから残り 年の間に実績を上げなければならず地域では不安な様子
は隠せない。その理由は、他地域が経済活性化のために特別法でカジノ許可条件の特例事項を




い。 年島民の福祉向上などのために 済州島開発特別法 が制定されたが、中央政府と地
方政府の間に二元化された開発計画によって問題が指摘され、 年に 済州国際自由都市特




法 を制定し外国人投資の開放と自由化を図った。 済州特別法 第 章（国際都市の条件造




























上記法（表 ）は、 セマングム事業（大規模西海岸干拓事業） の該当地域を親環境的な先
端複合用地として開発、利用及び保全することによって国土の均衡発展と国家競争力の強化に













でに 千億ウォンを投資した場合。（改正 ． ）
カジノ業に必要な施設・機具などは観光レジャー型の企業都市内に運営され























































事前審査制度によって 年 月末時点で仁川空港周辺の 永宗島 に つの外資が最終的
に選ばれた。 （中国系リッポグループと米国シーザースエンタテインメントのコ
ンソーシアム、 年予定）とインスパイ （米国モヒガンサンと韓国 のコンソーシ
アム、 年予定）である。こうした動きに対して韓国カジノ企業のパラダイスグループが現
地位を失うことを懸念し、日本セガサミーホルディングスと組んで 永宗島パラダイスシ



















































である。ここにおける 適正レベル とは、 年度の 加入国家の 対比の射幸産
業の規模を総合的に考慮し、 年までに と同じく ％まで下げることを目標にし


















射監委法 によって 年 月 韓国賭博問題管理センター（ 、































これは 舎北（サブック）事態 と呼ばれ流血暴動にまで至って、結局 年 月に主務官庁
産業通産資源部は 減産地域を支援する消極的な政策 から 炭鉱地域開発を通じて地域経済
の活性化 のような積極的な政策へ転換した。
こうした背景で 閉鉱地域特別法 が制定され、韓国初のオープンカジノが生まれたのであ
る。同法は 年の時限法で 年の 回目の改正によって 年まで延長された。また 回目
の改正によって 年まで延長された。同法の第 条で観光振興法の適用を特例にしたカジノ












期の 段階に分類した。まず、第 段階（ 年代末 年代末）・第 段階（ 代初 年代
中）・第 段階（ 年代末 年代初）・第 段階（ 年中 現在）で、第 段階（ 年
代末 代末）は、外国人カジノの導入期で国際観光客の誘致及び外貨収入の拡大のために外
国人を専用としたカジノを 年オリンパス（仁川）、 年にウォーカーヒル（ソウル）カ
ジノなど ヵ所が設けられた。第 段階（ 年代初 年代中）は、国際観光として産業発展
のためにカジノを拡大し済州地域のカジノを ヵ所に増やし、総 ヵ所まで拡大した。
第 段階（ 年代末 年代初）は、自国民が利用できるカジノを許可する時期で、閉鉱
地域の経済活性化のためにカジノを許可した。中央政府の地域活性化策がなかなか効果を得















市 のタイトルで肯定的に紹介された。しかし、まだ 賭博 の認識から切り離せることは無
かった時期である。


















第 期（ 年 年）は、 建設への投資が拡大する時期で中央政府は規制緩和策と
して 年に 事前審査制度 を導入して多くのグローバル企業が関心を見せた。しかし、適
格判定基準についての問題（前述した内容）によって 公募制による事前審査制度 に変え







で ％を占めている。他は、競馬（ 億ウォン）、宝くじ（ 億ウォン）の順でカ
ジノ産業の占有率が高い。
年実績を分けてみると、 年歴史の外国人専用カジノが 億ウォン（ 千人）
で、 年歴史のオープンカジノが 億ウォン（ 千人）の実績で、日平均 億ウォ
ンの純売上額と 人の利用客（外国人専用カジノ 人、オープンカジノ 人）であ




別データから考えたい。 年から最近まで 年間の国際観光客の実績（表 ）を見ると、
年 万人から 年 万人で 倍に増えた。中国人観光客の急増が主要因で、 年
には中国人の海外旅行緩和策及び 年の海外観光の目的地の拡大策によるものである。
年前後して数値が飛躍的に高まっていることも分かる。








図 は 年から 年まで国際観光客と
カジノ利用客の外貨収入の推移を見せてい
る。まず、観光外貨収入（上）を見ると
年 百万米ドル から 年 百万米
ドルで 倍、カジノ収入を見ると 年



























よって 回目の増加、 回目の増加は 年
カジノ機器の増設で、 年には 兆 千億
ウォンに達した。さらに、 年には
専用空間を と に分けた営業戦略も影響があったと思われる。
一方、利用客は 年と 年に増加傾向が見えてから 年までには変化があまりない。








出入日数の制限 利用客は月 日（分期 日以下）、地域住民月 回。












は仁川空港付近の 永宗島 に ヵ所と 済
州島 に ヵ所（従来の運営権の引受によ
り）の つ が完成される予定である。外
国人専用カジノである 宗永島 と 済州島 の場合、中国人誘致が核心である。特に済州島





ることは間違いない。次の第 オープンカジノの場合、 閉鉱地域特別法 が満了される
年以後で検討が進むのであろう。しかし、日本での 建設など周辺国の変化、国内での肯定
的な共感が形成できれば、法改正が早期に推進される可能性もあると思われる。




徐ウォンソク（ ）は 年から 年まで東亜日報社の記事と社説を社会・政策・経
済・観光開発・その他に分けて、成分と分類分析で検証した（表 ）。社会と観光に関する記事
が大半に見られ、それぞれ 否定 と 肯定 の観点で取られた結果、 年代から 年代
初めまでは社会問題を指摘する記事が多く、 年代半ばから段々観光産業としての認識に
なっている。つまり、 否定 から 肯定 に変わってきたことを示す。
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こうした状況を踏まえてカジノ利用客の参加目的（表 と図 ）を見ると、 金銭追求 の

















一般人 ％ ％ ％ ％ ％





年（ ％）が 年（ ％）より低くなっている。これは問題性集団は 年
（ ％）と 年（ ％）であまり差はないが、中危険集団 ）が 年（ ％）と 年
（ ％）で減少したので全体の有病率が減ったと思われる（表 ）。
地域住民の認識













金 銭 追 求 ％ ％ ％ ％
余 暇 目 的 ％ ％ ％ ％
興奮スリル ％ ％ ％ ％
親 睦 目 的 ％ ％ ％ ％
















































）韓国カジノ業観光協会（ ）、 カジノ産業の育成方案 。





）観光振興法の第 条の第 項の で、 文化体育観光部長官が公共の安寧・秩序またはカジノ業の健全な発
展のために必要とすると認定すれば、大統領が定めることに従って第 項により許可を制限することが出来


















））韓国射幸産業統合監督委員会（ ）、 韓国射幸産業利用実態報告書 年から毎年実施された実態調
査事業で、一般人と利用客をサンプルにした時系列データである。一般人は全国満 歳以上の男女 人
で、利用客は満 歳以上 人（射幸産業別利用客は売上額を基準に比例割当）。先 ヵ月は 年の 年に
基準して公営賭博と違法賭博を含めていた。
）特定期間（ 年の間）にギャンブル依存者が占める比率に対する推定値で （
）で測る場合、 中危険（ ） と 問題性（ ） を合した比率で、
（ ）を基準にする場合も統合している。因みに、 （ ）中毒
患者をサンプルに開発された測定道具で、一般人をサンプルにした場合は 病的賭博者 に分類される問題
が指摘されている。























































































































































































注 ） 年 軍事クーデター以後の 年から 年まで、総 回の経済開発 ヵ年が断行され
た。第 次経済開発計画（ 年 年）の主要骨子は基幹産業と社会間接資本を充実し経済開
発の基盤を形成することであった。第 経済開発計画は産業の高度化と輸出達成、雇用拡大、国民
所得の増大に目標を置いた。日韓国交正常化（ 年）の資金もこの時期に流入された。
）当時、仁川港に停泊する外国籍船の船員が収入源であった。 年に仁川空港のハィヤットホテ
ルへ移転してから営業悪化によってクローズされ、今はパラダイスカジノ職員の宿舎として利用す
る。

